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２．大学の将来構想 

◎ 大学の目標 

 山梨大学では、平成14年10月に統合により発足し

た新大学の理念を実現するために、以下の４項目を大

学全体の目標として掲げている。 

① 研究教育基盤の強化 

② 医学と工学の融合による新しい研究教育分野の

確立 

③ 教養教育の重視 

④ 地域連携の強化とその世界的規模への拡大 

これらの目標を達成するために平成15年4月に大学

院を教員組織と教育組織とに分離させた「大学院医学

工学総合研究部・教育部」を創設することとした。こ

れにより専門領域を異にする教育研究者が協力して、

広い視野に立った学問領域の融合的教育と研究を展開

することが可能となり、また、学術研究の動向や社会

の要求に即応した教育、研究も可能となる。本学は、

この機動力を活かして地域貢献と国際貢献の活動を強

化し、本学を特色の明確な、国際競争力のある大学に

することを将来構想とする。 

以下にこの構想に関する細部を述べる。 

【大学院医学工学総合研究部・教育部】  

教員組織である研究部は、医学学域、医学・工学融

合学域、工学学域の３つの系統に大別する。 

 教育組織である教育部は、修士課程３領域と博士課

程３領域で構成され、このうち博士課程は、工学領域

３専攻、医学・工学融合領域３専攻、医学領域２専攻

に再編した。融合領域で特筆すべきは修業年限３年の

博士（医科学）の設置であり、医科学教育を医学部卒

業学生のみならず工学、人文科学系修士修了学生に開

放する目的で作られている。 

【地域貢献】 

 本学は、地方国立大学として、大学院の他に山梨Ｔ

ＬＯ、地域共同開発研究センター、地域医療の中核医

療機関としての大学病院等を通じて地域社会に密着し

た研究教育の連携を展開する構想を持つ。 

【国際貢献】 

 国際貢献に関して特筆すべきは、本学が10年以上に

わたり、ユネスコ国際水文学計画（IHP）及びアジアモ

ンスーン実験観測計画（GAME）へ大きく貢献すること

によって、アジアモンスーン域での国際研究ネットワ

ークを形成してきた実績である。この世界的に評価さ

れる実績に基づいて、「アジアモンスーン域流域総合

水管理研究教育拠点」において、気象・水文・水資源

一貫水文・環境シミュレーションモデルの開発、水質

評価・処理・修復一貫流域環境改善技術の開発、地域

特性に合わせた流域総合水管理への実践応用を柱とし

た研究教育を展開することは、アジア地域から寄せら

れる期待に応えることである。 

 

◎ 学長を中心としたマネジメント体制について 

上記の構想の中で、「アジアモンスーン域流域総

合水管理研究教育拠点」の形成は、その実現のため

に欠かすことのできない重要な事業と位置づけら

れている。 

そのため、「21世紀COEプログラム委員会」を設置

して、学長を中心としたマネジメント体制を確立し、

拠点形成のための具体的な支援方策として下記事項を

実施することとした。 

（１）予算の学内支援 

① 教育研究基盤に係る予算を一定の割合で拠点

へ増配分する。 

② 教育改善推進費（学長裁量経費）を優先的に

拠点へ配分する。 

（２）施設設備の支援 

① 学内の研究室の配置を見直し、拠点に関連す

る研究室を優先的に確保する。 

② 新設予定の総合研究棟内に拠点に関連する研

究室を優先的に確保する。 

③ 総合分析実験センター、機器分析センター及

び総合情報処理センター等の学内共同教育研

究施設を優先的に活用できるように支援する。 

④ 各種研究員の研究実施スペースを優先的に確

保する。 

（３）人的支援 

① 拠点に対して、客員教授、非常勤研究員、研

究支援推進員、産学連携等研究員を結集する。 

② 外国人学生・研究者を増やし、拠点へ優先的

に参画させる。 

③ 教育研究支援の基盤となる技術職員、技術補
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佐員、事務補佐員を優先的に拠点へ配置する。 

（４）外国人受入体制の強化 

①平成15年開設の留学生センターを中心として、

すでに支援体制が構築されているボランティ

ア団体を含めた外国人学生・研究者の支援体

制を強化する。 

② 大学の国際化を推進するために国際教育プロ

グラムを創設する。 

③ 諸外国、特にアジア地域に対するマルチメデ

ィアを用いた遠隔地教育システムを整備する。 

 

３．達成状況及び今後の展望    

【達成状況】 

 本学は、教育人間科学部、医学部、工学部の３学部

から構成され、大学院を改組再編し全国でも唯一の医

学、工学の融合領域をもった大学院組織（医学工学総

合研究部・同教育部）を擁する特色ある大学となった。

その結果、教員所属組織である研究部の教員が教育組

織である教育部のプログラムに柔軟に対応することが

可能となり、また、医学・工学の学際的組織において

は人工骨の研究やポリフェノール抽出の研究、さらに

本プロジェクトによる遺伝子組み換え細胞・マウスに

よる有害性評価の研究など、その改組再編による成果

が着実に積み重ねられている。 

また、従前より設置されていた山梨ＴＬＯと地域共

同開発研究センターの機能を一元化し、学長直属の産

学官連携・研究推進機構を設置して、地域の産業と大

学が持つ技術・研究成果とを結びつける体制が一層強

化され、本学は地域の中核としてその存在にさらなる

期待が寄せられている。 

一方、平成17年10月本学は、「山梨大学憲章」を制

定し、①未来世代にも配慮した教育研究 ②諸学の融

合の推進 ③世界的研究拠点の形成 ④国際社会で活

躍する人材の養成 ⑤地域から世界へ ⑥現実社会へ

の還元 ⑦絶えざる改革 ―などの目標を掲げた。これ

ら新たな目標は、大学憲章としてそれまでの目標をさ

らに進化させたものであり、本プロジェクトの事業推

進への取組と連動するものである。 

これまで本学が行ってきたユネスコ等への支援に

加え、本プロジェクトの実施によるアジア域での流域

総合水管理研究教育のための拠点形成を行うには、学

長の強いリーダーシップが必要であり、学長、理事及

び各学部長等から構成される「21世紀COEプログラム運

営委員会」を設置し、この組織のもとに各事業推進担

当者等との連絡・調整を行い、重点的な支援に取り組

んだ。施設設備の支援については、研究室の常駐スペ

ースを確保する必要から、研究資料等の保管場所とし

て学内に専用スペースを確保するとともに、従来の研

究室の模様替等を行い、より研究教育に専念出来る環

境を整備した。また、研究者および研究支援者の措置

としては、「21世紀COE研究員取扱要項」を制定し、身

分、資格、職務内容等を明確にするとともに、「21世

紀COEプログラム若手研究者研究活動経費取扱要項」を

定め、若手研究者の自発的研究に必要な経費の使用に

ついて公正性を図った。さらに、非常勤職員を研究者

の直近に配置し、研究者の事務手続等への負担を軽減

し、研究教育拠点の形成に専念する環境を整備した。

外国人留学生の受入については、①博士課程に「国際

流域総合水管理特別コース」を設置し、10カ国からの

留学生を受け入れた、② 本プロジェクトに関連して受

け入れた留学生は、国費留学生並みの対応として、優

先的に全員の宿舎を「山梨大学国際交流会館」に確保

した、③本プロジェクトに関連し受け入れた留学生の

入学料・授業料については、申請に基づき半額免除と

した、④ 学長の呼びかけにより、有志による支援組織

「山梨大学外国人留学生後援会」を立ち上げ、経済的

支援を可能とした。 

 これらの取組により、本プロジェクトによる国際的

な研究教育拠点形成は、確かな基盤づくりができたも

のと思量する。 

【今後の展望】 

本プロジェクト終了後もその事業を継続するため

の学内組織である「国際流域環境研究センター」を平

成１９年度に設置した。 

 同センターでは、各国研究者間の連携はもちろんの

こと、「流域水管理バーチャルアカデミー」により各

国の現場技術者と対話を日常的に重ね、流域風土特性

に対応するとともに、博士課程に開設した「国際流域

総合水管理特別コース」を維持・継続、発展させる。 

また、アジアモンスーン域特有の気象・地質・人間活

動を要素として取り入れられる汎用モデルの開発を行

い、その個別地域への適用もＣＯＥにより育った学生

と研究者が一体となり進めていく。 

これらの成果として、アジア域で生じる水に起因す

る災害・健康被害の諸問題を総合的に解決できる人材

養成を行い、アジア社会の期待に応えていきたい。 
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機 関 名 山梨大学 学長名 貫井 英明 拠点番号 H09 

１．申請分野 Ｆ<医学系> Ｇ<数学、物理学、地球科学> Ｈ< 機械、土木、建築、その他工学> Ｉ<社会科学> Ｊ<学際、複合、新領域> 

２．拠点のプログラム名称 

（英訳名） 

  アジアモンスーン域流域総合水管理研究教育 

（Research and Education of Integrated Water Resources Management for the Asian Monsoon Region） 

    研究分野及びキーワード <研究分野： 土木工学 >(  水文学  )(  水資源  )( 水質化学 )( 環境衛生  )(  計画学  ) 

３．専攻等名   大学院医学工学総合教育部・環境社会創生工学専攻 

４．事業推進担当者           計 ２２ 名 

ふりがな<ローマ字> 

氏  名 所属部局(専攻等)・職名 
現在の専門 

学 位 

役割分担 

(事業実施期間中の拠点形成計画における分担事項)  

(拠点リーダー) 

  Sunada   Kengo 

 砂田 憲吾(61) 
 
 Takeuchi  Kuniyoshi 

 竹内 邦良(66) 
  Oishi     Satoru 

 大石  哲(39) 
  Katatani  Noritaka 

 片谷 教孝(52) 
  Ishidaira   Hiroshi 

 石平  博(38) 
  Kobayashi   Hiroshi 

 小林  拓(37) 
  Sakamoto   Yasushi 

 坂本  康(54) 
  Kaneko    Hidehiro 

 金子 栄廣(50) 
  Hirayama   Kimiaki 

 平山 公明(56) 
  Kohno     Tetsuro 

 河野 哲郎(59) 
  Mori     Kazuhiro 

 森  一博(40) 
  Seko       Yoshiyuki 

 瀬子 義幸(54) 
  Kawakubo      Susumu 

 川久保 進(55) 
  Yokota     Sadaki 

 横田 貞記(65) 
  Yamagata  Zentarou 

 山縣 然太郎(49) 
  Kitamura  Masanori 

 北村 正敬(48) 
  Kazama  Futaba 

 風間 ふたば(52) 
  Kitamura   Shinichi 

 北村 眞一(57) 
  Nishii    Kazuo  

 西井 和夫(55) 
  Oyama      Isao 

 大山  勲(48) 
  Nishida     Kei 

 西田  継(40) 
  Iwata    Tomoya 

 岩田 智也(34) 
 

 

医学工学総合研究部・教授 

 

医学工学総合研究部・教授 

医学工学総合研究部・准助教 

医学工学総合研究部・准教授 

医学工学総合研究部・准教授 

医学工学総合研究部・助教 

医学工学総合研究部・教授 

医学工学総合研究部・教授 

医学工学総合研究部・教授 

医学工学総合研究部・准教授 

医学工学総合研究部・准教授 

山梨県環境科学研究所 

医学工学総合研究部・教授 

医学工学総合研究部・教授 

医学工学総合研究部・教授 

医学工学総合研究部・教授 

医学工学総合研究部・准教授 

医学工学総合研究部・教授 

医学工学総合研究部・教授 

医学工学総合研究部・准教授 

医学工学総合研究部・准教授 

医学工学総合研究部・准教授 

 

河川環境水文学、工博 

 

水文・水資源学、Ph.D. 工博

水文気象学、博(工) 

環境情報解析、工博 

水文水資源学、博(工) 

ﾘﾓｰﾄｾﾝｼﾝｸﾞ、博（工） 

水質水文学、工博 

環境衛生工学、博(工) 

衛生工学、工博 

環境生物工学、理博 

環境生物工学、博(工) 

環境衛生学、医博 

分析化学、博（工） 

細胞生物学、医博 

公衆衛生学、博(医) 

分子生物学、医博 

環境化学、工博 

環境デザイン、工博 

都市人間環境学、工博 

地域計画、博（工） 

環境解析、博（工） 

生態学、博（理） 

 

流域総合水管理技術事例研究(流域班ﾘｰﾀﾞ) 

 
気象・水文・水資源モデルの結合 
（旧リーダー 平成19年3月31日 交替・辞退） 

気象影響モデルの開発(水文班ﾘｰﾀﾞ) 

水文気象モデルと水質モデルの結合 
（平成19年3月31日 辞退） 

水資源予測モデルの開発(水文班ｻﾌﾞﾘｰﾀﾞ) 

水文モデルへのﾘﾓｰﾄｾﾝｼﾝｸﾞ技術の応用 

水質技術の結合(水質班ﾘｰﾀﾞ) 

生態毒性評価技術の開発(水質班ｻﾌﾞﾘｰﾀﾞ) 

総合的河川環境評価技術の開発 

微生物工学的処理技術の開発 

処理困難物処理技術と環境修復技術の開発 

安定同位体の水質評価への応用の研究 

微量元素汚染評価技術の研究 

生物学的化学汚染評価技術の研究 
（平成19年3月31日 辞退） 

食物連鎖を通じた水質環境の健康影響評価 

生体内バイオセンサーによる水質評価 

流域水質保全ﾀｲﾎﾟﾛｼﾞｰ(流域班ｻﾌﾞﾘｰﾀﾞ) 

流域環境ﾃﾞｻﾞｲﾝﾀｲﾎﾟﾛｼﾞｰの研究 

流域都市人間環境設計ﾀｲﾎﾟﾛｼﾞーの研究 
（平成19年3月31日 辞退） 

流域風土環境設計ﾀｲﾎﾟﾛｼﾞｰの研究 

流域森林環境保全ﾀｲﾎﾟﾛｼﾞｰの研究 

流域生態系保全ﾀｲﾎﾟﾛｼﾞｰの研究 
（平成19年4月1日 追加） 

５．交付経費（単位：千円）千円未満は切り捨てる （  ）：間接経費 

年  度(平成) １ ５ １ ６ １ ７ １ ８ １ ９ 合   計 

交付金額(千円) 116,000 81,800 86,900 
90,680 

（   9,068  ）

94,000 
（  9,400 ） 

469,380 
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６．拠点形成の目的 

 

6.1 目的、必要性 

 アジアモンスーン域は、急速な人口増、都市

化、経済発展に伴い、洪水、水不足、地表水・

地下水の汚染、山地の荒廃など、深刻な水資源

問題に直面している。この地域は、気候のほか、

地形、地質条件もユニークであり、ここに米作、

氾濫原居住など特有の人間共生形態が形成さ

れており、歴史的、社会的地域性を踏まえた、

流域全体の総合的水管理が必要である。そこで

山梨大学では、アジアモンスーン域の流域総合

水管理に関する研究教育拠点の形成をプログ

ラムの目的とした。この目的は、平成17年度に

制定された「山梨大学憲章」の目標とも合致す

るものである。 

 このプログラムでの研究目標は、1)水文学、

水資源学、水環境衛生学を中心に、気象学、リ

モートセンシング、地域科学、分析化学、公衆

衛生学、生態学等を総合する学際的分野での先

端技術の開発研究であると同時に、2)先端研究

の成果のアジア現地での実用化、実践応用の推

進である。具体的には、後述する博士課程国際

流域水管理特別コース、バーチャルアカデミー

を設け、本学における水環境の先端技術と富士

川における人と自然の共生の経験に基づき、

「先端技術と流域風土をドッキングする国際

研究教育拠点、国際人材ネットワーク」を形成

する。この構想が、世界最高水準のレベルにな

るベースは、本学における10年以上にわたる、

ユネスコ国際水文学計画（IHP）への貢献、全

球エネルギー・水循環観測計画（GEWEX）のア

ジアモンスーン実験観測計画（GAME）への貢献、

その研究活動を通じて形成されたアジアモン

スーン域での国際研究ネットワークにある。 

 

6.2 ユニークな点 

 本拠点では、水循環予測、流域環境質分析・

処理に関する先端技術を研究するが、研究成果

は具体的な適用可能なモデル・手法としてイン

ターネット上に公開し、誰でも自国のデータセ

ット、採水・観測結果などに対して利用できる

ようにする。その上で、個々の適用経験や問題

点を持ち寄って、相互比較、相互学習すると共

に、先端技術の欠点を浮かび上がらせて、新た

な研究課題を発見、特定していくものとする。

このシステムを「流域水管理バーチャルアカデ

ミー」と名づける。先端技術と流域風土はトッ

プダウンで合体できるものではない。バーチャ

ルアカデミーでは利用者が主役であり、このシ

ステムを設けて「地域特性や途上国事情と直結

した自己発見型研究教育拠点」を目指す点が、

本拠点の極めてユニークな点である。 

 

6.3 重要性 

 世界の水問題は、持続的発展のための世界サ

ミット（WSSD）でも緊急の問題として宣言され、

人口、開発、気候変動などの重圧の下、特に途

上国の水管理が政治的課題になっている。その

ためユネスコは水科学を重点課題に指定し、世

界水評価（WWAP）、世界水フォーラム、世界衛

星同時観測計画（CEOP）などでは我が国のリー

ダシップが世界的関心を集めている。本拠点の

形成はその政策的コミットメントの延長上に

位置する貢献である。 

 

6.4 発展性 

 洪水、水不足、水汚染を中心とするアジアの

水問題はますます激しくなり、重要である。当

地域に必要なのは、先端技術の部分的エキスパ

ートではなく、当該流域の社会、風土にそれを

翻訳実践できるインターフェース的人材であ

り、それを育成する組織である。アジアモンス

ーン域の流域ネットワークを形成し、バーチャ

ルアカデミーを通じて、利用者重視の研究教育

を行う本拠点プログラムは、この要請に応える、

発展性の極めて高い貢献である。 

 

6.5 期待される研究成果とその学術的または

社会的な意義・波及効果 

 本拠点の成果により、衛星観測や化学分析技

術などの先端科学の成果を、水文、水質予測な

どを通じ、アジアモンスーン域のローカルな流

域水管理に生かすことができる。また、そのた

めに必要な国際コミュニケーションネットワ

ークができ、バーチャルアカデミー、特別コー

スを通じて、相互学習型、自己発見型の教育を

受けた人材が育成される。本拠点で形成された

ネットワークからは、21世紀のアジア型水管理

のコンセプトが、世界へ向けて発信される。 
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７．研究実施計画 

 

7.1 研究目標 

 本拠点形成の理念は、先端科学技術の流域固

有風土への翻訳適用である。これまで地球フロ

ンティア等による、地球規模のエネルギー・水

循環研究は大きく進展してきている。また環境

ホルモン、有機溶媒、重金属、残留農薬など、

先端化学分析技術の進歩も著しい。しかしなが

ら、それらの研究成果は、地域社会の風土、水

マネジメントに翻訳適用されない限り有効と

は言えない。この適用を可能にするために、本

研究拠点ではアジアモンスーン域を対象にし

て、以下の3項目を研究の大目標とする。 

1）気象・水文・水資源一貫水文・環境シミュ

レーションモデルの開発：衛星、リモート

センシングによる観測データ、温暖化影響

などの地球科学研究成果の流域水文情報へ

の変換。土地被覆、水利用変化による水文

流出変化予測。渇水・洪水・土砂流出への

影響予測。 

2）水質評価・処理・修復一貫流域環境改善技

術の開発：水の利用と排水、物質移動、浄

化、蓄積過程の評価と処理技術の開発。河

川、地下水、植生、人体、生態系等への影

響防除と修復、保全対策。 

3）地域特性に合わせた流域総合水管理への実

践応用：流域風土、自然との共生形態、生

活、産業、防災、公衆衛生、マネジメント

体制などを踏まえた流域総合水管理。個別

事例とタイポロジー研究。 

 

7.2 研究実施体制 

 本拠点は、上記3項目に対応して（1）水文グ

ループ、（2）水質グループ、（3）流域グルー

プを組織する。また、これらのグループの個別

の研究活動と並行して、全メンバー共同で国際

流域人材ネットワークを形成し､「流域水管理

バーチャルアカデミー」を開設する。また「国

際流域総合水管理特別コース」を博士課程の研

究教育拠点として開設する。これらは、教育シ

ステムであると同時に、上記の研究を実施する

若手研究者・実務者の集団でもある。 

 水文および水質グループの研究開発には土

木工学系のみならず、化学生物系、医学系の教

員も参加し、先端技術の地域社会への適用を図

る。流域グループについては、当グループ教員

が携わってきた地域経験のコアが複数ある。ま

た国際的ネットワーク活動についても､学術交

流協定、ユネスコ国際水文学計画（IHP）等の

国際活動を通じて形成した人的ネットワーク

があり、これらを活用すると共に、国際的な水

管理・水環境研究教育機関と積極的に連携する。 

 海外教員、PD等若手研究者を受入れると同時

に、非常勤職員をポスドクなどから雇用し、国

際水文科学協会（IAHS）、IHP、アジア太平洋

水文水資源協会などの研究活動を積極的に引

き受け、拠点の国際センターとしての貢献、ビ

ィジビリティーを確保する。 

 

7.3 研究推進のための先駆的手法 

 「先端技術と流域風土のドッキング」のため

に「流域水管理バーチャルアカデミー」を開設

し、「自己発見型研究教育拠点」として研究に

も役立てるところが、先駆的手法である。すな

わちこれは、水循環予測、流域環境質分析に関

する先端技術に関し、本拠点で得られた研究成

果を、具体的な適用モデル、手法としてインタ

ーネット上に公開し、途上国の専門家や技術者

が自国のデータセット、採水・観測活動などに

よりこれを利用し、その適用経験や問題点を持

ち寄って、相互比較、相互学習すると共に、先

端技術の欠点を浮かび上がらせて、新たな研究

課題を発見、特定していくものである。これは

「先端技術と流域風土のドッキング」に焦点を

あてた、これまでにないユニークな技術創生形

態と言うことができる。 
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8.1 人材養成目標と養成方法の概要 

 本拠点では、「先端技術と流域風土のドッキ

ング」を可能とする人材の養成のために、水問

題に関して幅広い知識を持つと同時に、それを

実流域に応用できる能力を持つ人材の養成を

目標とする。その目標を実現する方法として、

博士課程専攻内に「国際流域総合水管理特別コ

ース」を設け、実務者向けにはインターネット

E-ラーニングシステム「流域水管理バーチャル

アカデミー」を開設する。 

 

8.2 特別コースによる教育の内容 

 「国際流域総合水管理特別コース」では、主

として東南アジアの留学生を受け入れ、英語に

よる講義を行う。講義科目は総合河川流域管理

特論、流域水文シミュレーション特論、水資源

システム特論、陸水水質アセスメント特論、環

境衛生工学特論などとする。事業担当者のほか、

PD、招聘外国人研究者等による特別講義も行う。

また、一般的講義の他に実習・演習に相当する

下記のような実務的トレーニングにより、先端

技術の習得を図る。 

1）衛星データ、GIS活用実習：衛星データを用

いた水文・環境データ解析手法、GISを用い

た水環境解析手法を学ぶ。 

2）水管理数値モデル実習：水文モデル（気象

モデル、流出モデル、土砂流出モデル、地下

水モデル、水質モデル等）の実際を学ぶ。 

3）水環境評価技術実習：重金属・難分解性物

質・環境ホルモンなどの分析技術のほか、化

学・生物学的指標（遺伝子情報なども含む）

による水環境評価、生態学的水環境評価の手

法を学ぶ。 

さらに、このコースでは、関連する国際シン

ポジウム・ワークショップ等の企画・運営や参

加、現地調査の企画運営や参加等の自主的で実

践的、国際的な活動を推奨し、国際会議での発

表、海外でのインターンシップないし調査研究

を、修了要件とする。 

 

8.3 特別コースの留学生の支援 

1)入学者選抜 

 特別コースでは、志願者が現地で入学者選抜

試験を受けられるように、海外面接を主とする

入学者選抜を行う。また、アジア諸国の環境NGO、

官庁等の実務機関からの推薦による人材の積

極的受け入れを行う。バーチャルアカデミー参

加者などで、修士の学位を持たなくとも博士課

程入学の能力のある者も、積極的に受け入れる。 

2)生活支援 

 特別コースの入学者は国費留学生、JSPSのDC

などに推薦するとともに、これらによる支援を

受けられない者については全員をリサーチ・ア

シスタントとして雇用する。 

3)人材登録 

 博士課程特別コースの修了者は、バーチャル

アカデミー参加者などとともに「国際流域人材

ネットワーク」に登録する。これにより、修了

後もバーチャルアカデミーによる継続教育を

受けられる。また、このネットワークに登録さ

れることで、アジアの主立った大学・研究機関

や実務機関とのつながりが持続され、その中で

水問題の専門家への求人情報の取得、求人と求

職のマッチングも可能にする。アジア地域での

研究人材養成への需要は非常に高く、このシス

テムへの期待は大きい。 

 

8.4 バーチャルアカデミーによる人材養成 

 先端技術の研究で得られた成果をアジアモ

ンスーン域の個々の流域、風土に適用させるた

めに、双方向性のある教育・情報システム、「流

域水管理バーチャルアカデミー」を開設する。

このシステムでは水文解析、水質管理などで実

務者等が利用できる適用モデル、手法のソフト

ウェアとデータベースをWebサーバー上に公開

し、誰でも自国のデータセット、採水・観測活

動などでこれを利用できるようにする。その上

で、個々の適用経験や問題点に関するデータを

サーバーに登録することで、適用事例の相互比

較、利用者間の相互学習を可能にすると共に、

先端技術の欠点を浮かび上がらせて、新たな研

究課題を発見、特定していく。 

 さらに、バーチャルアカデミーでは、システ

ムに登録した実務者等の中から、能力・地域性

を考慮して10名程度を選抜し、日本へ招いて、

実地研修のためのワークショップに参加させ

る。このワークショップでは、各国の参加者間

の交流、情報交換も行う。 
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 本コースでは国際会議での発表・海外調査等

を履修要件としているが、学生の国際会議での

発表は述べ42件に達した。流域総合水管理の実

践のための海外調査は、ベトナム、タイ、イン

ドネシア、ネパール、バングラッシュ等で計22

回、述べ376日・人に達している。これらの学

生の活動は直接拠点の研究活動に貢献するも

のであり、研究面でも特別コースは拠点形成に

寄与しているといえる。なお、本コースは、外

国語による留学生にふさわしい教育プログラ

ムとして、平成19年度より国費留学生の優先配

置を受けていることを付記する。 

９．研究教育拠点形成活動実績 

 

①目的の達成状況 

1)世界最高水準の研究教育拠点形成計画全体

の目的達成度 

 本拠点では、後述の研究実績、及び拠点形成

の2つの柱であった特別コース、バーチャルア

カデミーでの成果から、拠点形成の目的は十分

達成したと判断できる。なお、本拠点の実績に

ついては、平成19年度の国際シンポジウムにお

いて国内外のレビュアー（国内3人、国外6人）

から「研究・教育分野でもグローバリゼーショ

ンが進んでおり、地域固有の条件を考慮するこ

とも重要である。その意味で、VAのような活動

は非常に良い。」、「長年にわたる富士川(Mother 

Research Field)での教育・研究活動に根ざし

たものであり、着実なステップが踏まれてい

る。」などの高い評価を得ており、「研究・教

育活動の維持・発展には、1)良いアイデア、2)

パートナーシップが必要不可欠である。今後は、

Dual Educationなども視野に入れながら、山梨

大学COEの活動をさらに発展させていって欲し

い。」などの強い期待が示された。 

(b) バーチャルアカデミーの成果と寄与 

 バーチャルアカデミーでは、水文・環境シミ

ュレーションモデル（分布型流出モデルなど）

（図-1）などをWWW上に公開し、第一線技術者

の流域総合管理に関連する知識の習得、データ

処理能力の向上などを支援した。システムへの

登録者は4年間で10名、24名、35名、76名と着

実に増加している。 

 

2)人材育成面での成果と拠点形成への寄与 

 人材育成は、特別コース、バーチャルアカデ

ミー、その他の活動を通じて行なったので、そ

れぞれについて概説する。なお、3)の特筆すべ

き研究成果は、大学院学生等の若手研究者の研

究なくしては得られなかったものであり、この

ような成果が得られたこと自体も、人材育成の

成果といえる。 

 図-1 バーチャルアカデミーの画面の例 

 このシステムには水文学を専門とする研究

者を専門指導者として配置し、メイルで質問に

答えることを通じて、達成度を確認しながら指

導している。また、達成度の高い若手技術者・

研究者の中から毎年、8名程度を日本に招いて、

「成果発表会」「実地講習」を実施し、参加者

計31人に修了証書を授与した。この活動も、人

材交流を通じて、国際的拠点の形成に寄与した。 

(a) 特別コースの成果と寄与 

 特別コースでは、4年間という短期間で日本

を含む11カ国（ネパール、インドネシア、イラ

ン、ロシア、ベトナム、アフガニスタン、バン

グラデッシュ、タイ、カンボジア、中国）、30

名の修了者・在籍者を得た。海外面接には、多

くの志願者（4年間で54人）が参加しており、

人気も高い。課程の修了者は、水災害リスクマ

ネジメント国際センター(ICHARM)、(財)地球環

境戦略研究機関(IGES)、ロシア国立水文研究所、

ネパール水文気象局、Brawijaya大学などの研

究・教育機関や企業で、流域総合管理に関する

人材として活躍している。 

(c) その他の成果と寄与 

 特別研究員（外国人6人を含む10人）、若手

教員に対しては研究設備・資金を積極的に支援

し、アジア工科大学院への18日間の派遣なども

行なった。その結果、これらの若手研究者は、

現在、華南農業大学教授、鳥取大学准教授、茨

城大学講師、ICHARM、Institute for Global 
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Environmental Strategies (IGES)、防災科学

技術研究所などの研究員として関連分野の第

一線で活躍している。また、水工学論文賞・論

文奨励賞の受賞、日本学術振興会海外特別研究

員への採用などの実績もあげている。 

 

3)研究活動面での新たな分野の創成や、学術的

知見等 

 研究活動面では、a)環境医工学･医科学分野

の創成、b)先端計測技術の開発、c)分布型水文

モデル「ＹＨｙＭ/ＢＴＯＰＭＣ」によるデー

タ不足流域の解析などが特筆すべき成果とし

てあげられる。a)では世界的にもほとんど前例

のない遺伝子組み換え技術を用いた有害性の

評価（図-2）、洪水による湛水の健康への影響

に関する水文・水質・疫学研究（写真-1）、同

一流域での分野間連携研究などを通じて、医工

融合研究を推進した。 

 

図-3 数値モデルによる台風解析 

関す

総合的評価研究などがあげられる。 

O

化に役立ち、この点でも競

力が高まった。 

アカデ

ーの開設も情報発信活動といえる。 

 

4)事業推進担当者相互の有機的連携 

 本拠点では、研究面では国際流域環境研究セ

ンターの設立と分野間協働研究、教育面では特

別コースの学生に対する複数教員の指導、カリ

キュラム運営を通じて、事業推進担当者、その

他の若手研究者等の相互の有機的連携が達成

された。前者については、流域水文・環境動態・

環境管理・地域計画・流域健康リスクの5分野

を設け、共通の流域での総合流域管理の協働研

究を行った。後者については、特別コース研究

発表会などを行い、一つの研究室にとどまらな

い研究指導を実践した。こうした連携の一例と

して、水文学・河川工学・水環境学・地域計画・

医科学の研究者による岡谷市の水資源に

る

 図-2 遺伝子組み換え細胞・マウス 

5)国際競争力ある大学づくりへの貢献度 

 本拠点では、国際会議の開催、海外大学・NG

との交流協定の締結、海外大学へのサテライ

ト・オフィスの設置、海外面接などを通じて、

研究・交流ネットワーク（図-4）を構築し、大

学の国際的な競争力を高めた。また、本拠点で

多くの外国人を受け入れたことが、大学の留学

生への対応などの強写真-1 バングラデッシュでの水文・ 
     水質・疫学調査 争
b)ではバイオマーカーによる水源識別、Ｘ線解

析による土砂生産源特定、偏波ドップラーレー

ダーによる降雨内部解析（図-3）などで新しく

応用性の高い技術を開発した。c)では衛星観測

値などの利用により、地上水文観測値が不足す

る流域(ミャンマーのイラワジ川など)での河

川流量推定を行った。 

 

6)国内外に向けた情報発信 

 情報発信は、Webページの他に、国際学会で

の紹介ブースの設置、海外大学・NGOなどでの

講演、海外サテライト・オフィスへの資料の常

置などでも行なった。また、バーチャル

ミ
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-4 各種活動による研究・交流ネットワーク 

7) （拠点形

のために低料金宿泊施設の利用も

た。 

展

下記の展開を目指す。 

 

立つ総合流域管理のため

 

的裏付けを提示できる人

 

究者ネットワークとしての活動

 

らに強化する。  

 

に、国内外の他機関との連携を強化

する。 

③ 教育拠点の形成が学内

究者

、大きなインパクトを与えたと考

えている。 

図

 

拠点形成費等補助金の使途について

成のため効果的に使用されたか） 

 補助金は、医工融合研究を含む先端計測技術

開発用の備品費（初年度の安定同位体比測定装

置システム、ICP(重金属測定用)、リアルタイ

ムPCR装置など）・消耗品費と研究員の人件費、

特別コースでの実践的教育のための海外調査

費、バーチャルアカデミーシステム備品費、学

生をＲＡとして雇用するための人件費等に使

用した。会議費・消耗品費・研究報告書作成費

などの事業推進費は極力圧縮した。海外調査で

は、費用削減

行なっ

  

②今後の展望 

 本プログラムで、アジア・モンスーン域の水

問題に対する研究教育拠点の基盤づくりは達

成された。今後はプログラムの活動の中で得ら

れたさらに高い目標に向けて、活動を強化・

開する。具体的には

a)対象地域の拡大 

本プログラムの中でもモンスーン域だけで

なく中央アジア・ロシア・中東等にも研究フ

ィールドを広げた。今後はさらに、途上国を

中心として対象地域を拡大し、最終的にはア

フリカなどでも役

の研究を行う。 

b) 医工融合の強化 

本プログラムで開始された医工融合研究の

強化及びその成果を活用した医工融合教育

を目指す。具体的には、流域における環境要

因等と住民の健康の関係を医学・工学の両面

から総合的に解明する研究を行い、その成果

を用いた教育により、水管理政策・公衆衛生

政策に関して科学

国際交流協定 
共同研究 
海外研究・調査地 

材を養成する。 

c) 流域情報・資料解析ユニットの創設 

本プログラムでの活動を通じて、世界各地の

流域情報（水文・環境等実測データなど）の

集約ができた。次の段階として、これらをア

ーカイブ化するとともに、このデータベース

とデータ解析チームとを結合してユニット

を創設し、他の多くの研究機関等にも役立つ

研究支援・研

国際会議開催地 
バーチャルアカデミーネットワーク 

を行なう。 

d) 人材養成機能の強化 

本プログラムを通じて人材養成目的の明確

化、大学院教育の更なる実質化などが重要で

あることがますます明確になった。そこで、

修士課程との連結、医工融合科目の開設など

を通じて人材養成機能をさ

e) 他機関との連携の強化 

本プログラムにより国際人材ネットワーク

の基盤ができたが、さらに水問題専門家の国

際的ソーシャル・キャピタルの整備、現地に

根付いた自己発展型教育研究拠点の形成を

行うため

 

その他（世界的な研究

外に与えた影響度） 

 本拠点が対象とした流域水管理分野以外で

も、我が国の科学技術が途上国に貢献できる分

野（例えば、防災・減災などの分野）は少なく

ない。本拠点の活動は、学術研究教育と国際貢

献を両立させる新たな方式を実践したもので

あり、学内における防災等ほかの分野の研

の発想の展開に大きな刺激となり得た。 

 また、本拠点の成果の一部は、例えば水工学

講演会の国際セッション等で発表され、ここ数

年継続的に多数で活発な研究討議をリードし

てきた。その結果、先端技術の実践応用という

総合水管理研究教育の意義と方法を国内外に

直接提示でき
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②国際会議等の開催状況【公表】 

（事業実施期間中に開催した主な国際会議等の開催時期・場所、会議等の名称、参加人数（うち外国人参加者数）、主な招待講演者

（３名程度）） 

 

＊＊＊ 拠点形成事業の一環として、事業推進担当者が組織的に関与したもののみを記す。 ＊＊＊ 

 

 

No. 種別 開催時期・場所 名　称
参加人数

　( ）は外国人の内数
主な招待講演者

1 主催
2004/03/03-05・甲
府（日本）

国際シンポジウム「富士川とアジアを結ぶ流域水
管理」

150　（21）

・アジア工科大学院学長 Jean-Louis Armand
・東京大学名誉教授　福島大学教授 虫明功臣
・国土交通省国土技術総合政策研究所　 和田
一範  他

2 主催
2005/10/25・甲府
（日本）

21世紀COEシンポジウム「アジアモンスーン域流
域水環境を担う新しい風」

約250　 (約20) ・放送大学 学長　丹保 憲仁 

3 主催
2007/10/5-06･甲府
（日本）

21世紀COEプログラム国際シンポジウム「流域総
合水管理研究教育の実践と国際流域学連携」

208　　(32)
・文部科学省高等教育局高等教育企画課国際
企画室長　　田口重憲

4 共催
2004/10/25-27・ビ
エンチャン(ラオス)

「メコン河の高度流域管理」に関する国際会議 153　 (約120) ・東京大学名誉教授　福島大学教授 虫明功臣

5 共催
2005/12/6-8・バン
コク（タイ）

第3回東南アジア水環境シンポジウム（東京大
学、AIT等と共催）

約110  (約75)
※COEセッション

約30　(約20)

・東京大学大学院教授　矢木修身
※[COEセッション基調講演]　Asian Institute of
Technology  Prof. A.D. Gupta

6 共催
2005/7/28-29・東
ジャワ州バツ（インド
ネシア）

第1回ブランタス川の水・土砂管理に関するワーク
ショップ(科学技術振興機構（JST）、JASA
TIRTA、国総研、インドネシア公共事業省と共催)

50　(40)

・インドネシア水資源研究所所長　ジャジャディレ
ジア
・京都大学防災研究所流域災害研究センター教
授　藤田正治　他

7 共催
2005/8/8・甲府（日
本）

合同シンポジウム「富士川の防災に活かす歴史
の知恵と最新技術－中国、富士川の水利史と先
端河川工学－」(中国水利史研究会と共催）

100　(5)

・中国水利水電科学研究院防洪減災研究所副
所長　譚徐明
・(社）山梨県河川防災センター理事長　望月誠
一
・国土交通省国土技術政策総合研究所　末次忠
司

8 共催
2006/10/18-21・
チェンライ（タイ）

メコンの人々のためのメコン研究国際会議(メコン
河委員会、RR2002(6)、AFFRC Water-Food
Mekong Project、 JST CREST Mekong、MeREMと
共催）

約100
(約70)

・Mekong River Commission CEO   Olivier Cogels
他

9 共催
2006/12/6-8・バン
コク（タイ）

第4回東南アジア水環境シンポジウム（東京大
学、AIT等と共催）

約120  (約80)
※COEセッション

約30　(約20)

 ・東北大学大学院教授　大村達夫
※[COEセッション基調講演]　山梨大学大学院教
授　砂田憲吾

10 共催
2006/12/8･バンコク
（タイ）

水環境保全のためのコミュニティー活動に関する
国際シンポジウム (WEPA、環境省、IGES、東大、
AITと共催)

約60　(約50）

11 共催
2007/11/7-9・チェ
ンマイ（タイ）

第5回東南アジア水環境シンポジウム（東京大
学、AIT等と共催）

108  (89) ・山梨大学大学院教授　砂田憲吾

12 共催
2007/4/4-6・カトマ
ンズ（ネパール）

研究開発課題に関する国際会議(主催：JUSAN、
共催：NDRI、愛媛大学、山梨大COE、東京大学)

約50　(約40）

・東京大学名誉教授　村井俊治
・President of Tilganga Eye Hospital  Dr.Sanduk
Ruit
・ICHARMセンター長 竹内邦良

13 共催
2007/11/22-23・東
ジャワ州マラン（イン
ドネシア）

第2回ブランタス川の水・土砂管理に関するワーク
ショップ(科学技術振興機構（JST）、JASA
TIRTA、国総研、インドネシア公共事業省と共催)

27　(18)

・インドネシア公共事業省水資源局長　スギヤン
ト
・京都大学防災研究所流域災害研究センター教
授 　中川一　他

14 後援
 2005/8/1・東京（日
本）

雨水東京国際会議(協賛、 COEセッション開催)

7日間で延べ2100
(48)
※分科会「これからの
アジアの雨-その量と
質はどうなるか-」　約
100　 (約10)
※COEセッション 　約
30　　(約10)

・山梨大学大学院教授　竹内邦良
・江戸川大学社会学部教授　土器屋 由紀子

山梨大学（H09）―3頁 



 
様式３ 

 

２．教育活動実績【公表】 
博士課程等若手研究者の人材育成プログラムなど特色ある教育取組等についての、各取組の対象（選抜するものであればその方法を

含む）、実施時期、具体的内容 
 
(1)国際流域総合水管理特別コースでの育成・支援 

 本プログラムでは、主にアジア諸国からの留学生を対象として、博士コースに特別コース（国費留学生4名、私費

留学生・日本人学生各若干名）を開設した。特別コースでは、海外現地面接を行い、5年間、延べ9箇所で計54名の

志願者を面接し、入学者を選抜した。また、JICAからの推薦者等も受け入れた。アジア工科大学院には、受験

者への情報提供のためのサテライトオフィスも設置した。私費留学生・日本人学生についてはRAとして雇用し

（延べ41人・年）、経済的な支援を行った。また、学生には事業推進担当者とほぼ同等の研究費を支給した。

 特別コースの授業は英語で行い、「総合河川流域管理特論」「陸水水質アセスメント特論」「環境生物工学

特論」「流域水文シミュレーション特論」「分子遺伝疫学特論」などの学際的・先端的科目で学生の能力を高

めた。特別コースでは国際会議での発表、海外でのインターンシップないし調査研究を修了要件としているた

め、学生による海外調査（サイゴン川流域、アラル海流入河川、メコン河水産資源、メコン河本川、ブランタ

ス川流域、カトマンズ盆地地下水、バングラデシュ衛生環境など計22回、延べ376日・人）、国際会議での発表

（延べ42回・人）が行われた。学生の研究は水工学論文集国際セッション最優秀論文賞などを受賞している。

 特別コースには、4年間という短期間で日本を含む11カ国（ネパール、インドネシア、イラン、ロシア、ベト

ナム、アフガニスタン、バングラデシュ、タイ、カンボジア、中国）から30名の修了者・在籍者を得た。課程

の修了者の就職先は、水災害リスクマネジメント国際センター(ICHARM)、(財)地球環境戦略研究機関(IGES)、

ロシア国立水文研究所、ネパール水文気象局、Brawijaya大学などの研究・教育機関と(株)建設技研インターナ

ショナル、日本工営株式会社などの企業、UMR HydroSciences Montpellier (フランス）のポスドクであり、い

ずれも本コースの養成目的である、流域総合管理に関する人材として活躍している。 
 
(2)特別研究員・若手教員の育成・支援 

 本プログラムでは、主にポスドクを対象として、特別研究員を毎年3名程度雇用し、研究を通じた人材育成を

行なった。特別研究員には、事業推進担当者とほぼ同等の研究費を支給した。特別研究員経験者は、延べ12人・

年に達し、現在は華南農業大学教授、鳥取大学准教授、ICHARM研究員、Commonwealth Scientific and Industrial 

Research Organisation (CSIRO）研究員、オーストラリアの気候・水資源コンサルタント会社の社員、Institute 

for Global Environmental Strategies (IGES)研究員、防災科学技術研究所研究員、京都大学研究員などとし

て活躍している。また、若手教員をアジア工科大学院に18日間派遣した。若手教員は国内外に先駆けた独創的

な研究、水工学論文賞・論文奨励賞の受賞、日本学術振興会海外特別研究員への採用、茨城大学講師への採用

などの実績をあげている。 
 
(3)バーチャルアカデミーによる実務者の育成・支援 

 本プログラムでは、主に第一線技術者を対象として、水文・環境シミュレーションモデル（分布型流出モデ

ルなど）などをWWW上に公開するバーチャルアカデミー（VA）を開設した。VAでは、専門の研究者を指導者とし

て配置し、メイルで質問に答えることを通じて達成度を確認しながら、流域総合水管理に関連する知識の習得、

モデルの利用能力・データ処理能力の向上などを支援した。VAシステムへの登録者は4年の間に10名、24名、35

名、76名と着実に増加している。4年間の合計では、登録者は15ヵ国、41機関の141名にのぼった。また、登録

者のうちから成績優秀なものを選抜し、本拠点で行なうワークショップ・オンサイトトレーニング（毎年1回、

3日間）に参加させた。参加者には旅費等を支援した。ワークショップ・オンサイトトレーニングでは「成果発

表会」「実地講習」を実施し、参加者延べ31人に修了証書を授与した。この成果発表会は、各国流域の情報交

換を通じて、地域特性に合わせた流域総合水管理の考え方を学ぶ場ともなった。参加者の成果（61流域）は、

Web上で公開されている。登録の実績を図化したものを図-1、図-2に示す。 
 
(4)水問題専門家ネットワークの形成 

 上記の特別コースの修了生、特別研究員、バーチャルアカデミー参加者はバーチャルアカデミー・メイリン

グリスト（VA-ML）に登録され、参加者間での情報交換や相互教育が行われており、山梨大学は「自己発展型教

育拠点」として機能している。また、VA、VA-MLは今後修了生の継続教育にも利用していく。 

 

                        
 
 
 
 
  
 

 

 

 

      図-1 VA登録者数の推移              図-2 国別VA登録人数 
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機関名：山梨大学 拠点番号：H09 

 

２１世紀ＣＯＥプログラム委員会における事後評価結果 

 

（総括評価） 

 設定された目的は概ね達成された 

（コメント） 

拠点形成計画全体については、アジアモンスーン地域を中心としたレベルの高い研究教

育拠点としての役割を果たし、目的は概ね達成されたと評価できる。 

人材育成面に関しては、博士課程専攻内に「国際流域総合水管理特別コース」を設け、

実務者向けには「流域水管理バーチャルアカデミー」を開設し、国内外のポテンシャルを

持った多数の若者を育てたと評価できる。バーチャルアカデミーでは、システムへの登録

者の中から達成度の高い若手技術者、研究者を日本に招き、「成果発表会」「実地講習」

を実施し、修了証書を授与するなど、学生だけでなく実務技術者に対してもユニークな人

材養成法を採用し、国内外を含め教育面で設定された本拠点の目標を達成しており、評価

できる。 

研究活動面では、「流域水管理バーチャルアカデミー」を開設し、国際的な相互連携研

究を展開しており、個別の技術開発などに幾つかの見るべき成果をあげ、研究上設定され

た目標を達成したと評価できる。しかしながら、計画段階、中間段階で述べられていた「先

端技術と流域風土のドッキング」がどのように関連付けられたのかが明確になっておらず、

本拠点本来の「モンスーン域流域での総合水管理」という視点において、新規の研究上の

基本理念・拠点としての特長は明確には打ち立てられなかったように見受けられる。 

補助事業後の持続的展開という点では、平成１９年に学内に設置された「国際流域環境

研究センター」を研究拠点とし、「流域水管理バーチャルアカデミー」、「国際流域総合

水管理特別コース」などの教育拠点を合わせて事業が継続されると期待できる。しかしな

がら、これらの活動が全学の医工融合研究教育においても大きな役割を果たすとされてい

るが、その学術上、教育上の基本的位置付けが明確には示されていない。 
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